
 

 

35万 7,443円（平均値）、全

国では 45 万 4,994 円（平均

値）です。 

出産費用の増加要因や地

域差の要因として、医療費水

準や物価水準、私的病院の割

合、妊婦の年齢等があります

が、最も大きい要因は地域の

所得水準となっています。 

◆出産育児一時金の支給方

法（直接支払制度・受取代理

制度） 

出産にかかる費用に出産

育児一時金を充てることが

できるよう、協会けんぽまた

は健保組合から出産育児一

時金を医療機関等に直接支

払う仕組み（直接支払制度）

があります。出産費用として

まとまった額を事前に用意

する必要がないので、被保険

者の負担は軽減されます。 

また、直接支払制度では、

事務的負担や資金繰りへの

影響が大きいと考えられる

施設（年間の分娩件数が 100

件以下または収入に占める

正常分娩にかかる収入の割

合が 50％以上で、厚生労働省

へ届け出た診療所・助産所）

については、医療機関等が被

保険者に代わって出産育児

一時金を受け取る「受取代

理」制度を利用することがで

きます。 

 

 

給与水準を引き上げた中

小企業、３年ぶりに半数超

え 
株式会社日本政策金融公

庫は、「中小企業の雇用・

賃金に関する調査」結果を

発表しました。 

◆給与水準を引き上げた中

小企業は３年ぶりに半数を

上回る 

2022 年 12 月の正社員の

給与水準をみると、「上

昇」と回答した企業割合は

53.1％と、2021 年実績

（41.1％）から 12.0 ポイン

ト上昇しました。 

業種別にみると、情報通

信業（63.8％）、水運業

（58.5％）、建設業

（55.1％）などで「上昇」

の割合が高くなっていま

す。2023 年見通しをみる

と、「上昇」と回答した企

業割合は 53.3％となってい

ます。 

◆給与水準上昇の背景は

「自社の業績が改善」 

正社員の給与水準上昇の

背景についてみると、「自

社の業績が改善」と回答し

た企業割合が 27.2％と最も

高く、次いで「物価の上

昇」（19.4％）、「採用が

困難」（18.4％）の順とな

っています。 

業種別にみると、「自社

の業績が改善」と回答した企

業割合は、不動産業

（47.1％）、電気機械

（41.0％）などで高く、「物

価の上昇」は、窯業・土石

（31.0％）、倉庫業

（30.0％）などで高くなって

います。 

◆賃金総額でも「増加」が半

数超え 

2022 年 12 月の賃金総額

をみると、「増加」と回答し

た企業割合が 59.7％、「ほ

とんど変わらない」は

29.2％、「減少」は 11.0％

となっています。「増加」の

割合は、2021 年実績

（49.3％）から 10.4 ポイン

ト上昇しました。2023 年見

通しをみると、「増加」と回

答した企業割合は 60.5％と

なっています。 

また、賞与の支給月数をみ

ると、「増加」と回答した企

業割合が 31.3％、「変わら

ない」は 48.5％、「減少」

は 14.2％となっています。

「増加」の割合は、2021 年

実績（30.5％）から 0.8 ポイ

ント上昇しています。 

業種別にみると、倉庫業

（43.8％）、宿泊・飲食サー

ビス業（37.7％）、卸売業

（34.9％）などで「増加」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

材の取り合いとなっている

状況がみてとれ、外国人も視

野に入れるなどの策を講じ

る会社もあるようです。 

◆人材の確保・定着への対応

を迫られる 

企業の人手不足の割合は、

コロナの影響で一時下がっ

た業界はあるものの確実に

上がり続けています。2022年

には人手不足による倒産件

数が 2019 年以来増加、なか

でも「従業員退職型」が全体

の４割を超えるなど、人材確

保が切実な課題となってき

ている実態が各所で確認さ

れています。 

人材確保・定着の施策に真

剣に取り組まざるを得ない

状況が続いていくことが予

想されるなか、今後、自社の

現況を把握し対応を検討し

ていく必要性はますます高

まりそうです。 

 

４月から出産育児一時金

が増額されます 
◆出産育児一時金とは？ 

出産育児一時金とは、健康

保険等の被保険者が出産し

たとき（妊娠 85 日以後の生

産（早産）、死産（流産）、

人工妊娠中絶）、出産に要す

る経済的負担を軽減するた

め、一定の金額が支給される

制度です。 

◆42万円から 50万円に増額

へ 

出産育児一時金の支給額

は、公的病院における出産費

用等を勘案して定められて

おり、現在は原則 42万円（本

人支給分 40.8 万円＋産科医

療補償制度の掛金分 1.2 万

円）ですが、この４月 1日か

ら１児につき 50 万円が支給

されます。 

産科医療補償制度とは、医

療機関等が加入する制度で、

加入医療機関で制度対象と

なる出産をされ、万一、分娩

時の何らかの理由により重

度の脳性まひとなった場合、

子どもとご家族の経済的負

担を補償するものです。 

◆出産費用の状況等 

厚生労働省の令和４年 10

月 13 日第 155 回社会保障審

議会医療保険部会資料によ

ると、出産費用（正常分娩）

は年間平均１％前後で増加

しています。 

令和３年度における出産

費用（公的病院・正常分娩）

の状況を都道府県別にみる

と、一番高いところで東京都

の 56万 5,092円（平均値）、

一番低いところで鳥取県の

常態化する企業の人手不

足 
～人手不足に対する企業の

動向調査 
◆人手不足企業 ５か月連

続で５割超 

採用活動に苦戦する企業

が多くみられるなか、人手不

足が常態化している企業は

少なくありません。株式会社

帝国データバンクが実施し

た「人手不足に対する企業の

動向調査（2023年１月）」（調

査期間：2023 年１月 18 日～

１月 31日。調査対象：全国２

万 7,362社、有効回答企業数：

１ 万 1,719 社 （ 回 答 率

42.8％））によれば、正社員

の人手不足企業の割合は

51.7％、非正社員では 31.0％

の高水準となっています。 

◆「旅館・ホテル」「情報サ

ービス」「飲食店」が高水準 

業種別にみると、正社員、

非正社員いずれも「旅館・ホ

テル」がトップで、７～８割

の高水準となっています。次

いで、正社員では、ＩＴ人材

の不足が深刻な「情報サービ

ス」が 73.1％、非正社員では、

「飲食店」が 80.4％と高くな

っています。その他、「人材

派遣・紹介」（正社員 63.2％、

非正社員 60.5％）も高く、人
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